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Abstract

Article54(3)（９）oftheTreatyestablishingtheEuropeanEconomicCommunityprovidesfor

coordinationofcompanylawsinmemberstatesoftheEuropeanCommunities・Inordertoshow

legalbasesandthepresentsituationofthecoordination，theauthorsurveysprovisionsofthe
TreatyandECCouncilDirectivesrelatingtothecoordination．

Ｉはじめに

西ドイツでは，1985年12月１９日，貸借対照表指令法(Bilanzrichtlinien-Gesetz-BiRi‐

LiG)が公布され，1986年１月１日，施行された。この法律の正式の名称は，「会社法の調整
のためのＥＣ理事会第４号指令，第７号指令および第８号指令の実施のための法律」（Gesetz

zurDurchfiihrungderVierte､，SiebtenundAchtenRichtliniedesRatesderEuropa-
ischenGemeinschaftenzurKoordinierungdesGesellschaftsrechts）である。ＥＣ理事会第

４号指令は，1978年７月25日に採択されたものであり，年度決算書および会社状況報告書の
構成・内容ならびに財産の評価方法に関する国内法規定の調整を目的とする')。ＥＣ理事会
第７号指令は,1983年６月13日に採択されたものであり,資本会社の連結決算ないしコンツェ
ルン計算書に関する国内法規定の調整を目的とする2)。ＥＣ理事会第８号指令は，1984年４
月10日に採択されたものであり3)，会社が法定の会計監査を委嘱しうる者の資格要件に関す
る国内法規定の調整を目的とする4)。

上述した国内法規定（加盟国会社法）の調整は，ヨーロッパ経済共同体（ＥＥＣ）の活動
である。ＥＥＣの活動などについては，ヨーロッパ経済共同体を設立する条約（ＥＥＣ条約）
が規定する。ＥＥＣ条約２条によると，「共同体の目的は，共同市場の設立および構成国の経
済政策の漸進的接近により共同体全体の経済活動の調和した発展，持続的かつ均衡的な拡大，
安定強化，生活水準の一層すみやかな向上および構成国間の関係の緊密化を促進することで
ある５１｡」ＥＥＣは，このＥＥＣ条約２条に掲げる目的のため，いろいろな活動を行うが（同３
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条)，それらの活動の一つとして，「共同市場の適切な機能化のため必要な限度における加盟

国国内法規定の調整（Angleichung)」がある（同３条(h)号)。加盟国国内法規定調整のた

めの一般規定として，ＥＥＣ条約100条があり，その特別規定として，加盟国会社法調整に関

する同54条３項(9)号がある6)。

ＥＥＣ条約100条は，「理事会は，委員会の提案に基づき，全会一致で，共同市場の設立ま

たは機能化に直接影響を及ぼす加盟国の法令および行政規則を調整（Angleichung）するた
めの指令を発する。総会（ヨーロッパ議会）および経済社会評議会は，この指令の実施が一

または二以上の加盟国の法律の改正を伴う場合には，その指令について意見を聴取される」

と規定する。そして，ＥＥＣ条約54条３項(9)号は，「58条２項所定の会社に対して，社員お

よび第三者の利益のために加盟国において定められている保護規定について，これを同価値

（gleichwertig）なものとするために必要な限度において，調整する（koordinieren）こと」

を理事会および委員会が行うべきこととしている。この調整を行うため，理事会は，委員会

の提案に基づき，経済社会評議会および総会の意見を聴取した後，指令を発するが，この指

令は，1961年末日（共同市場への移行期間の第１段階の終わり）７)までは全会一致の決議に

より，その後は特別多数決により発せられる（ＥＥＣ条約54条２項)。この指令の具体例が，
前述した第４号，第７号，第８号の指令である8)。上述したＥＥＣ条約58条２項所定の会社

とは，「協同組合を含む，民法上，商法上の会社（dieGesellschaften）および公法上，私法

上のその他の法人をいい，非営利法人を除く」（同58条２項)。この会社概念は，日本語の会
社概念よりも広いこと，特に協同組合を含んでいることに注目したい。

本稿は，ＥＣ加盟国会社法調整の法的基礎と現状を明らかにするために，関連するＥＥＣ
条約の規定とＥＣ理事会指令を概観しようとするものである。

ⅡＥＣ加盟国会社法調整の法的基礎

ＥＣ加盟国会社法調整の根拠規定は，すでに見たＥＥＣ条約54条３項(9)号である。本章で
は，この根拠規定を中心として，調整の対象，内容および手続，などについて概観する9)。
（１）調整の対象

調整の対象は，ＥＥＣ条約「58条２項所定の会社に対して，社員および第三者の利益のた
めに加盟国において定められている保護規定」である。伝統的な意味における会社法（商法
の会社に関する規定，株式法など）は，社員および債権者を保護することを主たる目的とす

る体系的な法であるので，原則として，すべての伝統的な意味における会社法規定が，上述
の保護規定として調整の対象となる'0)，といわれている。他方，調整の対象は，伝統的な意
味における会社法の範囲を超え，協同組合法も含まれる'１)。

上述のような保護規定のすべてが調整されるわけではない'2)。会社法の調整は，それ自体
が自己目的ではない。共同市場の設立または機能化に直接影響を及ぼす加盟国の法令などが
調整されるのであり（ＥＥＣ条約100条)，このような意味での保護規定を同価値なものとす

るために必要な限度において，加盟国会社法が調整されるのである（ＥＥＣ条約54条３項（９）
号)。
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（２）調整の内容

「法規定の調整とは，各国の国内法規定を統一し，単一化することではなく，近似化，同

質化することであるにすぎない'3)｡」特に，会社法の調整は，保護規定を同一にするのでは

なく，同価値なものとすることが目的である'4）（ＥＥＣ条約54条３項(9)号)。「各国法の状況

を十分検討したうえで，共同市場の機能化・共同体設立の目的を達成するために必要な保護

規定の水準を明らかにし，各国法をこの水準に到達させること」が，会社法調整の目的であ

る'5)。「この水準を超える規定を有する国が，国内法規定の保護水準を引き下げる必要はない。

この意味で，会社法の調整は，保護規定の最低基準を確定することが目的であるということ

ができる'６１｡」「共同体の目的・機能が要求する場合，国内法規定の統一が調整の一形態とし

て認められる場合もある'7)｡」

「保護規定を同価値のものに調整するとは，社員および第三者を保護するための規制方式

ないし規制類型を統一することを，本来的には要求しない。社員および第三者を保護するた

めの複数の規制方式ないし規制類型の併存を認めたうえで，そのそれぞれの保護水準を同価

値のものとすることが調整なのである'8)｡」

会社法規定の調整は，ＥＣ理事会が指令というＥＣ法を制定することによりなされる'９１。

指令は，加盟国を名宛人とするが，直接に加盟国の国内法として効力を有するものではない

ので，加盟国は，指令を国内法化するために所要の立法措置をとらなければならない20)。こ

の立法に際して，加盟国は，指令の達成すべき目的に拘束されるが，形式および方法の選択

は，加盟国に任せられる（ＥＥＣ条約189条)。指令の達成すべき目的とは，指令の各規定に

より明らかにされる社員・第三者の保護水準を確保することであり，形式・方法は，指令の

目的を達成するために加盟国が採用する法的措置，すなわち，指令の内容を国内法秩序に組

み入れる形式．方法を意味する２１)。ＥＥＣ条約は，会社法の統一について規定を設けず，加

盟国の立法機関の権限を尊重し，ゆるやかな会社法調整を規定した22)。

（３）調整手続

会社法調整手続は，ＥＣ内の手続と加盟国内の手続に二大別される23)。

ＥＣ内の会社法調整手続は，ＥＣ委員会の提案に基づいて開始される。ＥＣ委員会が理事会

に会社法調整のための指令案を提出すると，理事会は，ヨーロッパ議会（総会）および経済

社会評議会の意見を聴取するため，ＥＣ委員会提案をこれらの機関に送付する24)。ＥＥＣ条

約,Oo条による調整の場合，「法律規定の改正が問題となるときにかぎり，これらの諮問機関

の意見を聴取すればよいが，会社法調整の場合，行政命令の改正にとどまる場合であっても

両機関に意見表明を求めなければならない25)｡｣｢ヨーロッパ議会は,『議会』と称されるがヨー

ロッパ共同体の立法機関ではなく，ヨーロッパ共同体の諮問ならびに監督機関であるにすぎ

ない26)」（ＥＥＣ条約137条参照)。経済社会評議会はダ諮問機関であり，経済生活および社会

生活の各部門（生産者，農民，など）の代表者により構成されている（ＥＥＣ条約193条)。

理事会は，ＥＣの中心的な意思決定機関である。ＥＥＣ条約によれば，理事会は，「同条約

の規定に従って」決定権を行使する（同条約145条)。理事会の意思決定権限は，特に立法，

予算および国際協定の分野に定められているが,立法は,規則,指令,決定の形で行われる27)。

理事会が会社法調整のための指令案を採択することにより，ＥＣ内の会社法調整手続は終

了し，理事会の議長は，加盟国に対して指令を通告する28)。
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加盟国は，指令の目的を達成するため調整の必要がある場合，自国会社法の該当規定につ

いて所要の改正手続をとり，指令の内容を国内法化する29)。

（４）指令の拘束力

「会社法の調整は，社員・第三者保護規定についてゥ共同体の目的を達成するために該当

規定を同価値とする必要がある場合にかぎり｣，指令の制定という手続によりなされる30)。

「ＥＣの機関が加盟国に対して会社法の調整を命じても｣，上述の要件を満足しないかぎり，

拘束力はない３１)。理事会が違法な指令を制定する場合，加盟国はヨーロッパ裁判所に対して，
指令の効力について審査を求めることができる（ＥＥＣ条約173条．174条参照)32)。

ディレクティブ（指令）の「国内法化手続終了後も加盟国はディレクティブの目的に拘束

される。経済の発展に伴い会社法の改正が新たに必要となる場合であっても，ディレクティ

ブが存在する場合，なお，ディレクティブの目的に拘束され，加盟国は自由に法改正を行う

ことができない33)｡」「デイレクテイブは，一般に，保護の最低基準を設定するものであると

解されているが，デイレクテイブの目的を超えて保護措置を改善することが許されると，当
然にはいうことができない34)｡」

「ディレクティブには，加盟国がディレクティブの目的に応じて国内法上所要の措置をと

るための期限が設定される。この期間が経過した後も加盟国が所要の措置をとらない場合，

ないし，事後に，ディレクティブの目的に合致しない措置をとる場合｣，ＥＥＣ条約上の義務

違反を生ずる35)。ＥＥＣ条約上の義務違反の場合，ＥＣ委員会は，当該事項について理由を付

した意見を発表し，当該加盟国が委員会の定める期間内にこの意見に従わないときは，委員

会は，当該事件を裁判所に付託することができる（ＥＥＣ条約169条)。また，各加盟国も，

当該事件を裁判所に付託することができるが，違反国に対して訴訟を提起する前に，当該事

件を委員会に付託しなければならない（EEC条約170条)。

「会社法調整作業はディレクティブの国内法化をもって終わるのではない。ディレクティ

ブにもとづき改正された国内法規定が統一的に解釈・運用されなければならない。ディレク

ティブの統一的解釈権限はヨーロッパ裁判所が有する36)｡」

ⅢＥＣ加盟国会社法調整の現状

本章では，各ＥＣ理事会指令ごとに，指令と加盟国国内法化の状況を見ることによって，

ＥＣ加盟国会社法調整の現状を概観する。

（１）第１号指令

ＥＣ理事会第１号指令は，通常，開示指令（Publizitｮtsrichtlinie）と呼ばれており，１９６８

年３月９日に採択された37)。第１号指令は，資本会社（株式会社，株式合資会社，有限会社）

を適用対象とし，開示に関する形式的ないし手続的規定（登記制度を含む）などの会社法規

定の調整を目的とする38)。第１号指令は，加盟国に対する通告後18か月以内に国内法化され

なければならないが，1984年２月現在，ギリシヤを除く加盟国が国内法化措置を完了してい

る39)。西ドイツは，1969年８月15日の法律によって，第１号指令を国内法化した40)。

（２）第２号指令

ＥＣ理事会第２号指令は，通常，資本保護指令（Kapitalschutzrichtlinie）と呼ばれており，
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1976年12月13日に採択された４１)。第２号指令は，株式法上の資本保護の調整(Harmoni-

SierUng)を目的とする42)。適用対象を株式会社に限定しており，株式会社の設立，資本の維
持と変更などに関する会社法規定の調整について定めている。第２号指令は，加盟国に対す

る通告後２年以内に国内法化されなければならないが(第２号指令43条１項)，1983年秋現在，

アイルランド，ルクセンブルク，デンマーク，西ドイツ，フランス，オランダおよびイギリ

スの合計７か国において国内法化措置が終了している43)。西ドイツは，1978年12月13日の法

律によって，第２号指令を国内法化した44)。

（３）第３号指令

ＥＣ理事会第３号指令は，通常，合併指令（Verschmelzungs‐oderFusionsrichtlinie）

と呼ばれており，1978年10月９日に採択された45)。第３号指令は，株式会社の合併に関する

加盟国法規定の調整を目的とし，とりわけ，合併の際の少数者保護を改善しようとする46)。

第３号指令は，加盟国に対する通告後３年以内に国内法化されなければならないが（第３号

指令32条１項)，1983年秋現在，デンマーク，西ドイツおよびオランダの三国で国内法化措置がと

られた47)。西ドイツは，1982年10月25日の法律によって，第３号指令を国内法化した48)。

（４）第４号指令

ＥＣ理事会第４号指令は，通常，貸借対照表指令（Bilanzrichtlinie）と呼ばれており，

1978年７月25日に採択された49)。第４号指令は，Ｉで述べたように，年度決算害および会社

状況報告書の構成・内容ならびに財産の評価方法に関する加盟国法規定の調整を目的とす

る50)。第４号指令の適用対象は，第１号指令と同様，資本会社である。第４号指令は，加盟

国に対する通告後２年以内に国内法化されなければならない（第４号指令55条１項)。Ｉで

述べたように，西ドイツは，1985年12月１９日の法律（貸借対照表指令法）によって，第４号

指令を国内法化した５１)。

（５）第６号指令

ＥＣ理事会第６号指令は，通常，分割指令（Spaltungsrichtlinie）と呼ばれており，１９８２

年12月17日に採択された52)。第６号指令は，株式会社の分割に関する加盟国法規定の調整を

目的とする。第６号指令は，合併に関する第３号指令を補完する指令として理解されてい

る53)。加盟国が第６号指令の適用される会社分割を容認するならば，加盟国は，1986年１月

１日より前に，第６号指令を国内法化しなければならない（第６号指令26条１項)。1985年

末現在，西ドイツは，第６号指令を国内法化していない54)。

（６）第７号指令

ＥＣ理事会第７号指令は，通常，コンツェルン決算指令（Konzernabschlu6richtlinie）と

呼ばれており，1983年６月13日に採択された55)。第７号指令は，Ｉで述べたように，資本会

社の連結決算ないしコンツェルン計算書に関する加盟国法規定の調整を目的とする56)。加盟

国は，1988年１月１日より前に，第７号指令を国内法化しなければならない（第７号指令４９

条１項)。Ｉで述べたように,西ドイツは,1985年１２月19日の法律(貸借対照表指令法)によっ

て，第７号指令を国内法化した57)。

（７）第８号指令

ＥＣ理事会第８号指令は，通常，決算検査役指令（Abschluljpriiferrichtlinie）と呼ばれて

おり，1984年４月10日に採択された58)。第８号指令は，Ｉで述べたように，会社が法定の会
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計監査を委嘱しうる者の資格要件に関する加盟国法規定の調整を目的とする59)。加盟国は，

1988年１月１日より前に,第８号指令を国内法化しなければならない(第８号指令30条１項)。

Ｉで述べたように，西ドイツは，1985年12月19日の法律（貸借対照表指令法）によって，第
８号指令を国内法化した60)。

（８）第５号指令案

ＥＣ理事会第５号指令案は，通常，構造指令（Strukturrichtlinie）と呼ばれているが，

1985年末現在，まだ採択されていない６１)。第５号指令案は，株式会社の構造ならびに機関の

権限・義務に関する加盟国法規定の調整を目的とし，1972年10月９日，ＥＣ委員会より理事

会に提出された62)。理事会の諮問を受けたヨーロッパ議会（総会）は，1982年５月11日，

ＥＣ委員会提案に対する修正提案を行った63)。このような修正提案は，理事会を通さず，直

接ＥＣ委員会に対してなされる64)。これを受けて，ＥＣ委員会は，1983年８月１９日，理事会

に対して第５号指令案の修正提案を行った65)（EEC条約149条２項参照)。

（９）第９号指令案

ＥＣ理事会第９号指令案は，通常，コンツェルン指令（Konzernrichtlinie）と呼ばれてい

るが，1985年末現在，まだ採択されていない66)。第９号指令案は，株式会社の企業結合，特

にコンツェルンに関する加盟国法規定の調整を目的とするが，1980年秋，ＥＣ委員会事務当

局は，第９号指令案を理事会に提出するための原案を，ＥＣ委員会に上程した67)。1983年秋

現在，第９号指令案は，ＥＣ委員会より理事会に提出されていない68)。

⑩その他の指令案など

ＥＣ理事会第10号指令案は，株式会社の国境を越える合併に関する加盟国法規定の調整を

目的とする69)。ＥＣ理事会第11号指令案は，会社支店の公表（Offenlegung）に関する加盟国
法規定の調整を目的とする70)。第１０号指令案と第11号指令案は，1985年末現在，まだ採択さ
れていない７１)。

これまで見てきた会社法調整作業のほかに，ＥＣでは，加盟国証券取引法規定の調整作業

が進められている72)。一般のＥＣ加盟国会社法規定の調整は，ＥＥＣ条約54条３項（９）号を

根拠とするが，ＥＣ加盟国証券取引法規定の調整は，ＥＥＣ条約54条３項(9)号と同100条の

両者を根拠とする73)。ＥＣ理事会は，1979年３月５日，上場許可条件に関する加盟国法規定

の調整を目的とする指令を採択し，1980年３月17日，上場目論見書に関する加盟国法規定の

調整を目的とする指令を採択した74)。ＥＣ委員会は，1980年，いわゆる発行目論見書に関す

る加盟国法規定の調整を目的とするＥＣ理事会指令案を理事会に提出し，1982年７月19日，

その修正提案を行った75)。
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